
2017年度（平成29年度） ～ 2056年度 （平成68年度）

１．事業概要

（１）

① 給水

㎥／日

㎥

② 施設　

㎥／日

③ 料金

④ 組織

（２）

（３） 経営分析

水 源

(H25)　33,509千円

(H27)　　　115.8％ (H26)　　　120.6％ (H25)　　　113.6％

(H26)　　　98.7％

(H27)　　　113.4％ (H26)　　　119.8％

1

配水池設置数

契 約 水 量

　山陽小野田市工業用水道事業経営戦略
( 山陽小野田市工業用水道事業 )

事業の現況

責任水量制従量料金制度…各ユーザー（3社）にそれぞれ専用管で全量給水しており、施設の初期投資の大部分をユーザーが
負担している為
資産維持費費は総括原価に算入していない

16,349

千ｍ

計 画 配 水 能 力 24,700

施 設 数

24,700

策 定 日 ：

計 画 期 間 ：

供 用 開 始 年 月 日

団 体 名 ： 山陽小野田市

事 業 名 ： 山陽小野田市工業用水道事業

給 水 先 事 業 所 数 3か所

24,700

2017年(平成29年）03月

※経営分析に用いる指標については、総務省が毎年度公表している「工業用水道事業経営指標」等を参考に各団体、各施設の実情に応じて適切なものを選択するこ
と。

上水道との施設共用化は、可能な限り全て行っている。
広域化は同種事業者が近隣にないため現実的ではない。

1982年(昭和57年）04月01日

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

現 在 配 水 能 力 24,700

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

0
管 路 延 長

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

1982年(昭和57年）04月01日

一 日 平 均 配 水 量

浄水場設置数

㎥／日

組織体制： 1局（水道局）　4課（総務課、業務課、工務課、浄水課）　9班　19係
職員数　： 61名※9名（管理者1名除く）※は内数で工水会計支弁職員
職種    ： 事務職18名※2名　、技術職41名※7名
年齢構成： 20歳代14名 30歳代11名 40歳代21名※1名 50歳代13名※8名 60歳代2名 （平均年齢：40.6歳）

これまでの主な経営健全化の取組

経 常 収 支 比 率

現在配水能力に対す
る

料 金 収 入

純 損 益

(H25)　269,908千円(H26)　269,553千円(H27)　270,647千円

(H27)　38,442千円 (H26)　41,472千円

(H25)　　　99.1％
現在配水能力に対す

る

料 金 回 収 率

固 定 資 産 に 対 す る
建 設 仮 勘 定 の 割 合

【上記の指標等を踏まえた経営分析】

料金収入…責任水量制の為、安定して確保できている。
純利益……毎年度一定の利益をあげている。
施設利用率…ほぼ100％である。
料金回収率…100％を超えている。

以上から、現在の契約状況（全量契約済）においては、安定経営を維持している。

(H25)　　　109.7％

(H27)　　　　0.1％ (H26)　　　　0.2％ (H25)　　　　0.1％

(H27)　　　100.0％ (H26)　　　100.0％ (H25)　　　100.0％

(H27)　　　97.9％

 表流水 ,  ダム ,  伏流水 ,  地下水 ,  湖沼水 ,  その他 
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２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３）

（４）

３．経営の基本方針

公営企業の原則（独立採算、受益者負担）に沿って、過剰な利潤を追求せず安定供給と安定経営を第一義として、産業振興(市内業者の育成・支援）をは
かる。
健全経営を継続するため、施設投資財源を借入金に求めず、自己財源を充てる。将来の施設投資に備え、内部留保資金を確保する。

過去も変動なく、現状と同量で推移する。（責任水量制でユーザー3社のみに、全量給水している為、予測困難）

水需要の予測

　施設の老朽化度合は、中期的には今後計画的に施設更新を行うことによって徐々に改善していく。ただし、長期的には施設の実耐用年数を独自に設定
するために、法定耐用年数ベースでは経年化率は30～40％程度となる。
　　管路(全口径・管種共通）　　　法定耐用年数　40年　→　実耐用年数　80年
　　建築構造物(管理棟等）　　　　法定耐用年数　50年　→　実耐用年数　70年
　　土木構造物(ろ過池、配水池等）法定耐用年数　60年　→　実耐用年数　73年
　　機械設備(ポンプ施設等)　　   法定耐用年数　15年　→　実耐用年数　24年

　　電気計装設備(監視装置等)　   法定耐用年数　15年　→　実耐用年数　15～25年

　平成27年度末現在　管路の経年化率　66.5％　その他の施設の経年化率　36.6％

全量給水しているため余剰能力なし。

料金収入の見通し

責任水量制の為、料金収入は変化なしで予測。

上水道との兼任職員のうち、工水会計支弁職員9名は、引き続き配置する。

施設の見通し

組織の見通し
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４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

長期借入に頼ることなく、現行料金水準による収入をもって、施設投資を行う。

目 標

目 標

営業費用積算の考え方
　総括事項　：費用の見積もりは、物価上昇を考慮しない。
　職員給与費：局全体の職員数については、2016年度末61名（うち再任用2名）から6名削減した55名体制を目標値とする。
　　　　　　　2016年度の給与水準で、定年退職者は全員再任用し、正職員は定期昇給を加味した上で一人あたりの平均給与を算出する。
　　　　　　　工水会計支弁職員は引き続き正職員9名とし、平均給与を乗じて給与費を算出する。
　委託料　　：2013～2015年度実績額が施設老朽化により年0.5％増加する見込み。
　動力費　　：2013～2015年度実績の配水量1㎥あたり経費は将来も同額とする。
　減価償却費：新規投資分を含めて法定どおりに算出。
　資産減耗費：少額かつ非現金支出であり、資金収支に影響ないことから、計上しない。
　その他の営業費用：原則、2015年度までの過去3年平均値とする。
営業外費用積算の考え方
　企業債利息：発行済み企業債の利息償還のみ計上（新規発行しないため）

財政計画上、今後40年間の収支均衡（資金ベース）を保ちながら、施設更新サイクルを確立する。

②　収支計画のうち財源についての説明

アセットマネジメントの結果に基づいた、施設更新計画を策定する。計画期間内で全ての経年化施設について更新を行う。
（更新後の施設の耐用年数は、法定の1.4～2倍程度に延伸する）

施設投資の財源は、料金収入を原資とする。原則、長期借入は行わない。…ユーザーが少数限定の為、受益に対する世代間負担の公平を考慮する必要が
無いため。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別紙4-1及び別紙4-2のとおり
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（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資についての検討状況等

②　財源についての検討状況等

③　投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

物価変動等を注視し、4～5年毎にローリングを行い、逐次変更を加える。

施設・設備の長寿命化等の
投 資 の 平 準 化

未反映の取組みは特にありません。

施 設 の 共 用 化 未反映の取組みは特にありません。（現在も可能な限り上水道と共用化している）

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

資産の有効活用等（*）による
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組 未反映の取組みは特にありません。

未反映の取組みは特にありません。
平成19年度以降、新規借入は行っていない。経営環境に大きな変化がない限り、今後の施設投資も自己資金で行う
予定。

未反映の取組みは特にありません。
繰入基準及び公営企業法の経費負担の原則に基づいて繰入を行っていく。

未反映の取組みは特にありません。
監視業務等についても委託化が望ましいとされているが、危機管理面及び将来的な委託料の高騰といった懸念材料
があるため慎重に検討を行いたい。

そ の 他 の 取 組

委 託 料

修 繕 費

動 力 費

職 員 給 与 費

未反映の取組みは特にありません。

未反映の取組みは特にありません。

未反映の取組みは特にありません。（保有する遊休資産がほとんど無いため）

そ の 他 の 取 組 未反映の取組みは特にありません。

*　遊休資産の売却や貸付、債券運用の導入、小水力発電や太陽光発電など

民間の資金・ノウハウ等の活用
（ PFI ・ DBO の 導 入 等 ）

繰 入 金

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

未反映の取組みは特にありません。
ユーザー企業の事業計画を見ながら、対応する。

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

未反映の取組みは特にありません。
現状ではスペックダウンは予定しない。（現状　負荷率100％の為）

企 業 債

未反映の取組みは特にありません。

未反映の取組みは特にありません。
労働生産性向上により、時間外手当の縮減をめざす。

未反映の取組みは特にありません。
省エネ機器導入や電力契約の見直しによって、縮減を図る。

未反映の取組みは特にありません。
計画的な老朽施設更新によって、縮減を図る。

※　投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　　 また、（１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間内の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向
　 けた取組の方向性、検討体制・スケジュール等について記載する必要があること。
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別紙4-1（収益的収支） 財政計画
（収益的収支）

（単位：千円）

-3 -2 -1 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

年　　　　　　度 (2013) (2014) (2015) (2016) (2017) (2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023) (2024) (2025) (2026)

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 36年度 37年度 38年度

区　　　　　　分 （決算） （決算）
前々年度
（決算）

前年度
(決算見込)

本年度

１． (A) 275,965 269,553 270,647 269,907 269,907 269,907 270,647 269,907 269,907 269,907 270,647 269,907 269,907 269,907
(1) 269,908 269,553 270,647 269,907 269,907 269,907 270,647 269,907 269,907 269,907 270,647 269,907 269,907 269,907
(2) (B)
(3) 6,057

２． 3,584 7,329 10,611 6,715 6,224 5,053 4,721 4,481 4,220 4,188 4,170 4,164 4,145 4,135
(1) 540 440 840 240 40

540 440 840 240 40

(2) 4,631 4,115 3,967 3,913 3,576 3,484 3,483 3,462 3,406 3,395 3,395 3,382 3,377
(3) 3,044 2,258 5,656 2,508 2,271 1,477 1,237 998 758 782 775 769 763 758

(C) 279,549 276,882 281,258 276,622 276,131 274,960 275,368 274,388 274,127 274,095 274,817 274,071 274,052 274,042
１． 240,063 224,073 237,728 246,405 234,621 216,128 216,726 219,504 223,494 225,866 229,233 231,507 233,673 234,657
(1) 88,331 79,807 87,046 88,920 86,282 67,998 67,877 69,135 71,068 71,372 72,700 73,738 74,093 73,185

42,256 41,363 44,532 43,616 43,653 35,147 35,412 36,138 36,878 37,204 37,751 38,093 38,201 38,273
8,174 1,685 2,808 6,794 4,629 1,733 1,143 1,143 1,794 1,522 1,895 2,327 2,472 1,415

37,901 36,759 39,706 38,510 38,000 31,118 31,322 31,854 32,396 32,646 33,054 33,318 33,420 33,497
(2) 116,035 115,984 121,902 127,123 117,959 117,981 118,109 118,025 118,047 118,069 118,197 118,113 118,135 118,158

37,930 40,007 38,406 43,186 38,745 38,745 38,851 38,745 38,745 38,745 38,851 38,745 38,745 38,745
5,883 3,095 4,246 5,400 4,430 4,452 4,474 4,496 4,518 4,540 4,562 4,584 4,606 4,629

72,222 72,882 79,250 78,537 74,784 74,784 74,784 74,784 74,784 74,784 74,784 74,784 74,784 74,784
(3) 35,697 28,282 28,780 30,362 30,380 30,149 30,740 32,344 34,379 36,425 38,336 39,656 41,445 43,314

２． 5,977 5,537 5,088 4,629 4,159 3,678 3,186 2,683 2,169 1,679 1,318 1,043 764 514
(1) 5,977 5,537 5,088 4,629 4,159 3,678 3,186 2,683 2,169 1,679 1,318 1,043 764 514
(2)

(D) 246,040 229,610 242,816 251,034 238,780 219,806 219,912 222,187 225,663 227,545 230,551 232,550 234,437 235,171
(E) 33,509 47,272 38,442 25,588 37,351 55,154 55,456 52,201 48,464 46,550 44,266 41,521 39,615 38,871
(F)
(G) 5,800
(H) △ 5,800

33,509 41,472 38,442 25,588 37,351 55,154 55,456 52,201 48,464 46,550 44,266 41,521 39,615 38,871
(I)
(J) 487,177 470,230 490,522 422,225 499,970 564,238 614,000 661,608 707,021 691,087 680,109 667,431 654,371 648,905

25,396 24,810 24,886 24,885 25,000 25,000 25,000 25,000 25,000 25,000 25,000 25,000 25,000 25,000
(K) 36,106 56,597 103,215 49,362 43,459 58,951 59,454 59,968 55,503 50,185 50,459 50,738 44,274 42,381

21,049 21,508 21,979 22,459 22,951 23,454 23,968 19,503 14,185 14,459 14,738 8,274 6,381

35,756 30,480 74,632 20,094 21,000 36,000 36,000 36,000 36,000 36,000 36,000 36,000 36,000 36,000
(M) 275,965 269,553 270,647 269,907 269,907 269,907 270,647 269,907 269,907 269,907 270,647 269,907 269,907 269,907営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息
営 業 外 費 用

営 業 収 益

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費



別紙4-1（収益的収支） 財政計画
（収益的収支）

（単位：千円）

年　　　　　　度

区　　　　　　分

１． (A)
(1)
(2) (B)
(3)

２．
(1)

(2)
(3)

(C)
１．
(1)

(2)

(3)
２．
(1)
(2)

(D)
(E)
(F)
(G)
(H)

(I)
(J)

(K)

(M)営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息
営 業 外 費 用

営 業 収 益

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 25 30 35 40

(2027) (2028) (2029) (2030) (2031) (2032) (2033) (2034) (2035) (2036) (2041) (2046) (2051) (2056)

39年度 40年度 41年度 42年度 43年度 44年度 45年度 46年度 47年度 48年度 53年度 58年度 63年度 68年度

270,647 269,907 269,907 269,907 270,647 269,907 269,907 269,907 270,647 269,907 269,907 269,907 270,647 269,907
270,647 269,907 269,907 269,907 270,647 269,907 269,907 269,907 270,647 269,907 269,907 269,907 270,647 269,907

4,133 4,131 4,129 4,129 4,130 3,891 3,557 2,890 2,479 2,418 2,449 2,475 2,508 902

3,377 3,377 3,377 3,377 3,377 3,136 2,800 2,131 1,717 1,654 1,654 1,643 1,643
756 754 752 752 753 755 757 759 762 764 795 832 865 902

274,780 274,038 274,036 274,036 274,777 273,798 273,464 272,797 273,126 272,325 272,356 272,382 273,155 270,809
238,054 238,821 238,287 239,317 238,321 239,338 241,100 241,903 240,839 236,512 233,191 240,839 249,072 251,256
74,573 75,247 73,813 73,277 70,485 70,971 71,698 71,659 71,506 67,094 61,583 63,013 62,594 60,967
38,637 38,959 38,373 37,660 36,510 36,997 37,011 36,537 35,835 33,631 31,427 32,060 31,731 31,291
2,180 2,278 1,861 2,579 1,782 1,415 2,134 2,916 3,957 3,343 1,709 2,048 2,180 1,329

33,756 34,010 33,579 33,038 32,193 32,559 32,553 32,206 31,714 30,120 28,447 28,905 28,683 28,347
118,287 118,204 118,227 118,250 118,379 118,296 118,319 118,342 118,472 118,390 118,510 118,634 118,866 118,890
38,851 38,745 38,745 38,745 38,851 38,745 38,745 38,745 38,851 38,745 38,745 38,745 38,851 38,745
4,652 4,675 4,698 4,721 4,744 4,767 4,790 4,813 4,837 4,861 4,981 5,105 5,231 5,361

74,784 74,784 74,784 74,784 74,784 74,784 74,784 74,784 74,784 74,784 74,784 74,784 74,784 74,784
45,194 45,370 46,247 47,790 49,457 50,071 51,083 51,902 50,861 51,028 53,098 59,192 67,612 71,399

374 270 187 121 76 38 22 9 514
374 270 187 121 76 38 22 9 514

238,428 239,091 238,474 239,438 238,397 239,376 241,122 241,912 240,839 236,512 233,191 240,839 249,072 251,770
36,352 34,947 35,562 34,598 36,380 34,422 32,342 30,885 32,287 35,813 39,165 31,543 24,083 19,039

36,352 34,947 35,562 34,598 36,380 34,422 32,342 30,885 32,287 35,813 39,165 31,543 24,083 19,039

644,693 640,929 639,407 640,252 644,501 649,004 653,042 657,101 662,532 671,719 737,615 810,282 877,732 952,613
25,000 25,000 25,000 25,000 25,000 25,000 25,000 25,000 25,000 25,000 25,000 25,000 25,000 25,000
40,704 39,955 38,166 38,210 36,855 36,587 36,597 36,000 36,000 36,000 36,000 36,000 36,000 36,000
4,704 3,955 2,166 2,210 855 587 597

36,000 36,000 36,000 36,000 36,000 36,000 36,000 36,000 36,000 36,000 36,000 36,000 36,000 36,000
270,647 269,907 269,907 269,907 270,647 269,907 269,907 269,907 270,647 269,907 269,907 269,907 270,647 269,907



別紙4-2（資本的収支） 財政計画
（資本的収支）

（単位：千円）

-3 -2 -1 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

年　　　　　度 (2013) (2014) (2015) (2016) (2017) (2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023) (2024) (2025) (2026)

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 36年度 37年度 38年度

区　　　　　分 （決算） （決算）
前々年度
（決算）

前年度
(決算見込)

本年度

１．

２．
３．
４．
５．
６．
７．
８．
９． 10,000 10,000 66,000 66,000 66,000 66,000 66,000

(A) 10,000 10,000 66,000 66,000 66,000 66,000 66,000

(B)

(C) 10,000 10,000 66,000 66,000 66,000 66,000 66,000
１． 49,801 56,283 86,327 59,393 33,240 82,080 82,080 82,080 82,080 82,080 82,080 82,080 82,080 82,080

２． 20,160 20,600 21,049 21,509 21,979 22,459 22,951 23,454 23,968 19,503 14,185 14,459 14,738 8,274
３．
４．
５．

(D) 69,961 76,883 107,376 80,902 55,219 104,539 105,031 105,534 106,048 101,583 96,265 96,539 96,818 90,354

(E) 69,961 76,883 107,376 80,902 55,219 104,539 105,031 105,534 106,048 101,583 96,265 96,539 96,818 90,354

１． 33,504 72,714 34,174 31,362 31,391 30,380 30,149 30,740 32,344 34,379 36,425 38,336 39,656 41,445
２． 34,086 66,858 45,380 21,588 68,079 68,802 68,714 67,624 61,124 53,760 52,123 51,082 42,829
３．
４． 2,371 4,169 6,344 4,160 2,240 6,080 6,080 6,080 6,080 6,080 6,080 6,080 6,080 6,080

(F) 69,961 76,883 107,376 80,902 55,219 104,539 105,031 105,534 106,048 101,583 96,265 96,539 96,818 90,354

(H) 270,582 249,983 228,934 207,425 185,446 162,987 140,036 116,582 92,614 73,111 58,926 44,467 29,729 21,455
対料金収入比率 (H)/料金収入 100.3% 92.6% 84.6% 76.9% 68.7% 60.4% 51.7% 43.2% 34.3% 27.1% 21.8% 16.5% 11.0% 7.9%

1,799 △ 7,591 △ 32,532 △ 23,759 10,839 △ 16,732 △ 16,239 △ 18,392 △ 20,587 △ 15,934 △ 10,978 △ 12,677 △ 13,060 △ 5,466

○他会計繰入金
540 440 840 240 40
540 440 840 240 40

540 440 840 240 40

う ち 基 準 内 繰 入 金
う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

単 年 度 資 金 収 支
(引当金増減・貸付金償還を除く）

う ち 基 準 内 繰 入 金
う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)
企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金
利 益 剰 余 金 処 分 額
繰 越 工 事 資 金
そ の 他

計

収 益 的 収 支 分

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費
う ち 職 員 給 与 費
企 業 債 償 還 金
他 会 計 長 期 借 入 返 還 金
他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他
計

他 会 計 借 入 金
国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金
固 定 資 産 売 却 代 金
工 事 負 担 金

計
そ の 他

他 会 計 負 担 金

企 業 債
う ち 資 本 費 平 準 化 債
他 会 計 出 資 金
他 会 計 補 助 金



別紙4-2（資本的収支） 財政計画
（資本的収支）

（単位：千円）

年　　　　　度

区　　　　　分

１．

２．
３．
４．
５．
６．
７．
８．
９．

(A)

(B)

(C)
１．

２．
３．
４．
５．

(D)

(E)

１．
２．
３．
４．

(F)

(H)
対料金収入比率 (H)/料金収入

○他会計繰入金

う ち 基 準 内 繰 入 金
う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

単 年 度 資 金 収 支
(引当金増減・貸付金償還を除く）

う ち 基 準 内 繰 入 金
う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)
企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金
利 益 剰 余 金 処 分 額
繰 越 工 事 資 金
そ の 他

計

収 益 的 収 支 分

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費
う ち 職 員 給 与 費
企 業 債 償 還 金
他 会 計 長 期 借 入 返 還 金
他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他
計

他 会 計 借 入 金
国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金
固 定 資 産 売 却 代 金
工 事 負 担 金

計
そ の 他

他 会 計 負 担 金

企 業 債
う ち 資 本 費 平 準 化 債
他 会 計 出 資 金
他 会 計 補 助 金

11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 25 30 35 40

(2027) (2028) (2029) (2030) (2031) (2032) (2033) (2034) (2035) (2036) (2041) (2046) (2051) (2056)

39年度 40年度 41年度 42年度 43年度 44年度 45年度 46年度 47年度 48年度 53年度 58年度 63年度 68年度

82,080 82,080 82,080 82,080 82,080 82,080 82,080 82,080 82,080 82,080 82,080 82,080 82,080 82,080

6,381 4,704 3,955 2,166 2,210 855 587 597

88,461 86,784 86,035 84,246 84,290 82,935 82,667 82,677 82,080 82,080 82,080 82,080 82,080 82,080

88,461 86,784 86,035 84,246 84,290 82,935 82,667 82,677 82,080 82,080 82,080 82,080 82,080 82,080

43,314 45,194 45,370 46,247 47,790 49,457 50,071 51,083 51,902 50,861 52,005 57,907 66,024 71,530
39,067 35,510 34,585 31,919 30,420 27,398 26,516 25,514 24,098 25,139 23,995 18,093 9,976 4,470

6,080 6,080 6,080 6,080 6,080 6,080 6,080 6,080 6,080 6,080 6,080 6,080 6,080 6,080
88,461 86,784 86,035 84,246 84,290 82,935 82,667 82,677 82,080 82,080 82,080 82,080 82,080 82,080

15,074 10,370 6,415 4,249 2,039 1,184 597
5.6% 3.8% 2.4% 1.6% 0.8% 0.4% 0.2%

△ 4,212 △ 3,764 △ 1,523 845 4,250 4,502 4,038 4,059 5,431 9,187 14,609 13,092 14,052 14,438


